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関西の建設投資の動向
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（１）関西における産業用建築物の着工床面積は2010年度に底打ちし、その後は概ね横這い圏で推移（図表1)。
一方、建設会社の施工能力に対する未消化の工事量を計る指標である手持ち工事月数をみると、関西で
は2010年代半ばから積み上がり傾向にあり、足元で他地域に比較して高水準に（図表2）。工期の長い大型
工事が増えると、未消化工事が増える筋合いではあるものの、着工ペースが横這いであることを踏まえると、
施工能力の拡大が進んでいない可能性大。

（２）着工ペースの回復が進まない要因の一つとして、建設業の人手不足を指摘可能。関西の建設企業を対象
とした調査では、人手不足が最大の経営課題に（図表３）。また、2024年４月からは、これまで猶予されてい
た残業規制が建設業でも適用されることから、人手不足を補うために残業や休日出勤を増やすことで対応す
ることは困難に。残業規制による労働環境の改善は前向きに捉えるべき動きであるものの、それに伴い人手
不足感はさらに強まる恐れ。

（３）このようななか、大阪・京都・神戸を中心に相対的に規模の大きい再開発事業が進行中。加えて、2025年
開催の万博のパビリオン建設が今年度から本格化するほか、４月に計画認定された大阪IRが控えるなど、
関西圏での建設需要は盛り上がりが見込まれる状況（図表４）。

（４）建設業における人手不足の解消にあたっては、外国人労働者の活用のほか、DXによる業務の見直しや省
力化につながる技術開発への取り組みをさらに進めていくことによる生産性の向上が不可欠。建設業の抱え
る構造的な問題が投資拡大の重石とならないか、注意して見ていく必要。

（図表４）関西における大規模建設プロジェクト
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（図表３）関西の建設企業の経営課題
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（資料）西日本建設業保証株式会社「建設業景況調査」

（注）回答社数構成比。複数回答。
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（図表２）地域別手持ち工事月数
（カ月）

（年度末）
（資料）国土交通省「建設総合統計」をもとに日本総研作成
（注）手持ち工事月数＝手持ち工事高（年度末の残工事費）÷同年

度の月平均出来高。手持ち工事高には居住用建築、土木工事を

含む。地域区分は関東（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、
神奈川、山梨、長野）、中部（岐阜、静岡、愛知、三重）、関西
は図表1に同じ。
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（図表１）関西の産業用建築物着工床面積

(万㎡)

（資料）国土交通省「建築着工統計」

（注）建築主は民間および公的機関の合計。関西の地域区分は

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山。

大阪湾岸道路西伸部

(総事業費５,000億円)

【大阪駅周辺 中之島 御

堂筋周辺地域】うめきた2

期、未来医療国際拠点、

大阪公立大学森之宮キャ

ンパス、なにわ筋線整備など

【神戸都心・臨海地域】JR

三ノ宮新駅ビル開発計画、

新港突堤西地区再開発

など

【京都駅周辺地域】京都プ

ロジェクト(仮称)など

ニデック㈱新拠点整備（京

都府向日市、投資額

2,000億円）

武田薬品工業㈱ 新製造

施設整備（大阪府大阪市、

投資額1,000億円）

日本GLP㈱ 物流施設整

備（兵庫県尼崎市、投資

額1,000億円）

淀川左岸線2期

(総事業費3,000億円)

淀川左岸線延伸部

(総事業費4,000億円）
工場・物流施設

都市再開発

その他

（資料）大阪市、神戸市、各社発表資料などをもとに日本総研作成

（注）進行中あるいは建設予定のプロジェクト。

万博(2025年開催、 主催

者負担の会場建設費1,850

億円）、大阪IR(2029年開

業予定、施設への初期投資

額1兆800億円）


